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１．農福連携とは

農業×福祉連携の取組み

↓↓↓

「障がい者が農業生産に従事する取り組み」



２．今、なぜ農福連携なのか



（１）農業サイドの現状
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基幹的農業従事者数の推移

2010年・・・2,051,000人

2015年・・・1,757,000人

2020年・・・1,363,000人



農業サイドの主な課題

①労働力不足

②担い手不足

③資材価格の高騰

④農産物価格の低迷

⑤安価な食料品の輸入



（２）福祉サイドの現状

＜就労している障がい者数＞

16～64歳人数＝3,765,000人

①企業、行政など

578,000人

②障がい者に国の支援サービス（障害福祉サービス）を提供する法人

375,000人

①+②＝Total 953,000人

953,000人/3,765,000人×100＝25.3％



出典：厚生労働省



出典：厚生労働省



福祉サイドの主な課題

①少ない就労機会

②低い賃金

③職域が限定

④健常者と区別された職場

⑤不安定雇用



３．双方の課題を解決

労働力、担い手が欲しい ：農業サイド

＆

働く場、より高い賃金が欲しい：福祉サイド

➡だから農業×福祉で農福連携



４．農福連携の歴史

（１）戦前 いろいろな人が農作業

（２）戦後 障がい者支援施設が設立された。

そこでは主に自給農業を実施。

（３）障がい者就労を促進するための施策

（４）リハビリテーションとしての農的活動（園芸療法）

（５）２０１０年頃より障がい者の就農訓練や就農のモデル事業実施

（６）２０１５年 障がい者が農業生産に従事することを農福連携と

定義

（７）農林水産省、厚生労働省、法務省などでの農福連携事業実施





５．農福連携モデル
①事業所内型 ②作業受委託型

障害福祉サービス事業事業所
（社会福祉法人、NPO法人、一
般社団法人、株式会社等）が自
己所有する農地や借りた農地で
農業を行う。

農業法人等が農繁期や不足す
る労働力を補うために障害福祉
サービス事業所等へ作業を委託
する。主に事業所外の農業法人
等の農地で作業を行う（こうし
た障害福祉サービスを「施設外
就労」という）。

③雇用型 ④協同組合型

農業法人、企業等で障害者と
雇用契約を結び一般就労を行う。

障害者が農業にかかる団体に
おいて出資、経営、労働に従事
する。



６．取り組み事例



出典：農林水産省



出典：農林水産省



出典：農林水産省



出典：農林水産省



７．全国の取り組み状況



出典：農林水産省



出典：農林水産省



出典：農林水産省



８．農福連携に取り組んだこ
とによる効果



（１）農業サイドへの効果

１）主な効果

①人材として貴重な戦力 ７６％

②農作業の労働力確保によって営業等の時間が増えた ５７％

③作業の見直しによる効率向上 ４２％

④経営規模の拡大 ２８％

出典：「日本基金」による調査



２）農地面積への効果

平成２７年 １１，４８８千㎡

平成３０年 １４，３８７千㎡

⇒２５％増加！！！

３）農業生産額への効果

７８％（上がった）、１８％（変わらない）、４％（下がった）



（２）福祉サイドへ効果
図50　農業作業による身体・精神の変化
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出典：「日本セルプセンター」による調査



図51 農業活動の効果
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出典：「日本セルプセンター」による調査



９．農福連携が明らかにしたこと

（１）障がい者が日本の農地を管理できる。

（２）障がい者が日本の食料自給を支えることができる。

（３）障がい者が地域、社会において役割を果たすことができる。

（４）農業は、障がい者の就労訓練、就労の場を提供できる。

（５）農業は、モノを提供するだけでないサービスを提供できる。

新しい農業＝「農生業」

社会的に最も弱い立場にある人々が、

地域を社会を支えることができる！！！！！



１０．農福連携の可能性

（１）「農」と「福」を広げる

（２）農福＋α連携への展開



（１）「農」と「福」の広がり

１）「農」の広がり

林業、水産業、エネルギー産業

⇒林福連携、水福連携、エネ福連携など

これからはモデルづくりと広めることが必要



２）「福」の広がり

◎要介護認定高齢者、介護予防対象高齢者

◎生活困窮者、生活保護受給者

◎引きこもり、ニート

◎刑余者

◎難病患者等

◎シングルマザー

◎コロナ禍の貧困者

◎難民など

共に支えあう「キョードー者」のモデルづくり



（２）農福＋α連携の展開

「＋α連携」とは

例）

農福商業連携・・・農産物の販売も行う

農福工業連携・・・農産物の加工を行う

農福教育連携・・・障害者が子どもに農業を教える

農福環境連携・・・障害者が放置林、農地を保全する

農福観光連携・・・障害者が観光の特産物を生産する

新たな農福＋α連携のモデルづくり



高齢者の農福連携



農業活動の類型
（農業－ゆるやか農業－農的活動）



高齢者の農福連携モデル





１１．目指すのは

ひとり一人が居場所とやりがいを見つけること。

障害者も高齢者も生活困窮者も受刑者も・・・

↓↓↓

そうした人々が地域や社会のために貢献する

↓↓↓

キョードー者が共に生きる社会を創造する

キョードー者（多様な人々）が共に生きる

社会システムを構築する！！！！




